
 

 

 

２０１８年５月１１日 

 

 

２０１７年度（第１９期）決算について 

 

東日本電信電話株式会社（ＮＴＴ東日本）の２０１７年度（第１９期） 

決算について、別添のとおりお知らせします。 

   

（別  添） 

１． 事業の概況 

２． 比較貸借対照表 

３． 比較損益計算書 

４． 株主資本等変動計算書 

５． 営業実績 

６． 比較キャッシュ・フロー計算書 

７． 役員の異動 

 

 

 

 

 

 

【本件に関する問い合わせ先】 

 ＮＴＴ東日本 広報室 

 ＴＥＬ：０３－５３５９－３７１１ 

E-Mail：houdou-gm@east.ntt.co.jp 



- 1 - 

１．事業の概況 

   情報通信は、社会経済活動に欠くことのできない基盤として、国民生活の利便の向

上や地方創生、企業活動の効率化、新たなビジネスの創出及び産業全般の国際競争力

の強化への貢献が大いに期待されています。 

また、情報通信市場はブロードバンド化・グローバル化の進展、固定と移動の融合、

ＡＩ（※1）・ビッグデータ（※2）・ＩｏＴ（※3）の活用やクラウドコンピューティ

ングの進展、スマートフォン・タブレット型端末等の高速無線・Ｗｉ-Ｆｉ対応端末

の浸透、無料の通話やメッセージ通信を実現するアプリケーションの普及等により、

従来の枠組みを超えた構造変化が進展してきています。 

地域通信市場においても、光アクセスを基盤としたサービス競争の激化に加え、多

様な無線端末を利用した新たなサービスの拡大、それらに伴うお客様の利用用途の多

様化やデータ通信量の増加等、大きく変化してきています。 

当社は、このような厳しくかつ激変する事業環境の中で、情報通信産業の責任ある

担い手として、コンプライアンスを徹底し、公正競争条件の厳格な確保に努めるとと

もに、経営基盤の安定・強化を図りつつ、良質かつ安定的なユニバーサルサービスの

提供、災害やサイバーセキュリティへの脅威、データ通信量の増大に対応できる高度

かつ強靭な通信ネットワークの構築、大規模自然災害等の際の迅速な復旧等の取り組

みを通じて社会的インフラとしての信頼性を確保し、ネットワークのマイグレーショ

ンについても適切に対応してまいりました。 

これに加え、次世代ネットワーク（ＮＧＮ）を活用した新しいサービス・商品の提

供ならびにお客様にとって“使いやすい”、“より長くご利用いただける”料金メニュ

ーの提供等を通じて、ブロードバンド環境の充実と光サービスの更なる利用層拡大に

努めてまいりました。 

 

①光・ＩＰ系サービス推進に向けた取り組み 
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ブロードバンドサービスにおける競争が激化する中、「フレッツ光」（※4）の普及拡

大や継続利用の促進、また、お客様ニーズへの対応に向けて、新たなサービスの提供や

「光コラボレーションモデル」の取り組みを強化しました。 

「光コラボレーションモデル」については、光コラボレーション事業者様を支援する

ことで、新規需要創出や関連するオペレーションの効率化に努めてまいりました。その

結果、現在 560 社を超える事業者様にご活用いただいており、光コラボレーション事業

者様が提供する光アクセスサービスの契約数は 2017 年 9 月 6 日に 600 万契約を突破し

ました。 

 

②ソリューションビジネスの取り組み 

地域の企業等のお客様に対し、ＩＣＴを活用した新たなサービスを提供しました。 

 

ⅰ．企業のお客様向けのＷｉ－Ｆｉサービスについては、サポート付き簡単Ｗｉ－Ｆ

ｉサービス「ギガらくＷｉ-Ｆｉ」を提供中でありますが、企業様の業務効率化や

マーケティング活動の支援に向け、カメラ端末・クラウド・サポートをセットにし

た、「カメラオプション」を 2017 年 10 月 16 日より提供開始いたしました。 

  また、「ギガらくＷｉ-Ｆｉ」の契約者様に対し、当社が指定するＩｏＴデバイス、

ＩｏＴクラウドをサポートする、「ＩｏＴサポートオプション」を 2018 年 1 月 18

日より提供開始いたしました。 

 

ⅱ．セキュリティサービスについては、パソコンやタブレット等の端末のウイルス対

策サービスのほか、当社によるウイルス感染状況の監視や、万が一のウイルス感染

時の通知および駆除、セキュリティ設定の代行、セキュリティ対策効果のレポート

提供といったサポートをご利用いただくことで、より安心・安全なセキュリティ対

策が可能となる、「おまかせアンチウイルス」を 2017 年 4 月 24 日より提供開始い

たしました。 
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また、お客様のオフィス内に不正通信の検知・遮断機能を搭載した専用ＢＯＸを

設置することでネットワークセキュリティを強化するとともに、当社のセキュリテ

ィサポートデスクによる、不正通信状況の監視、有事の際の復旧支援を提供する、

「おまかせサイバーみまもり」を 2017 年 6 月 29 日より提供開始いたしました。 

 

ⅲ．クラウドサービスについては、企業のお客様向けにインターネットや閉域ネット

ワークを経由し、クラウド上でファイルサーバーやアプリケーションサーバー等を

簡単・セキュアに構築・運用できる、「クラウドゲートウェイ サーバーホスティン

グ」を 2017 年 5 月 19 日より提供開始しました。 

また、文化観光業界様向けに独自に制作･収集した文化観光分野の対訳コーパスや

頻出フレーズ・単語を大量に機械学習させることで、同分野における翻訳精度を向

上させたＡＩ翻訳サービス、「ひかりクラウド cototoba」を 2017 年 7 月 3 日より提

供開始いたしました。 

 

ⅳ．サポートサービスについては、「フレッツ光」をご利用されている中小企業・Ｓ

ＯＨＯのお客様向けにお客様の過失によりパソコンやタブレットが故障した際、専

用のサポートセンターにおいて故障修理や機器交換に対応する、「なおせ～る PRO」

を 2017 年 10 月 23 日に提供開始いたしました。 

 

ⅴ．ＳＯＨＯのお客様向けビジネスフォンシステムとして、外線 2 チャネル・電話機

最大 8台まで収容でき、オフィスのＩＣＴ環境を手軽に構築することが可能なビジ

ネスフォンシステム「オフィステレフォン」を 2017 年 7 月 31 日より提供開始いた

しました。 

 

③事業運営体制の状況 

当社は、通信サービスの提供を通じ、安心・安全・快適な東京 2020 オリンピック・
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パラリンピック競技大会の成功に貢献するため、関連組織との対応や設備構築等を一

元的に実施することを目的に、「東京オリンピック・パラリンピック推進室」を設置

いたしました。＊ＮＴＴ東日本は、東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大

会のゴールドパートナー（通信サービス）です。 

 

また、お客様ニーズをはじめとする市場環境の急速な変化等に対応する観点から、

大規模から中堅・中小規模の企業のお客様を一元的に所掌する営業体制に見直し、サ

ービス販売・ソリューション営業等を所掌してきた「ビジネス＆オフィス営業推進本

部」を、「ビジネスイノベーション本部」に改称いたしました。 

 

④ＣＳＲの推進に向けた取り組み 

当社は、情報通信サービスの提供を通じて、社会の持続的な発展に貢献していくこ

とを企業の社会的責任と認識し、ＣＳＲ活動をＮＴＴ東日本グループにおける事業運

営の重要な柱の一つと位置づけ、公正競争の確保、個人情報保護、適正な広告表示、

各種法令等を遵守するとともに、ⅰ国民生活に欠かせない重要なインフラとしての高

い安定性と信頼性の確保、ⅱ豊かな社会の実現に向けた各種サービス、ソリューショ

ンの提供、ⅲ社会全体の環境負荷低減に貢献する情報通信サービスの提供や省エネル

ギー化・省資源化、節電による環境負荷軽減等、様々な社会的課題の解決に取り組み

ました。 

これらにあたっては、「ＮＴＴ東日本グループがめざしていく姿」を明確にした上

で、「ＮＴＴグループＣＳＲ憲章」（2006 年 6 月制定）の更なる浸透、ＣＳＲ活動に

おける重要テーマ毎に設定した「ＫＰＩ」（※5）に基づくＰＤＣＡサイクルの実践等、

情報通信の責任ある担い手として相応しいＣＳＲ活動の取り組みを展開してまいり

ました。 

取り組みの事例としては、災害時における通信手段を確保するため、自治体等と協

議し、「災害時用公衆電話（特設公衆電話）」の事前設置を進め、当事業年度末施設数
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は、前年同期比 0.5 万増の 4.6 万台となり、災害時においてもお客様に安心・安全を

お届けできる環境を構築しました。その活動の一環として、公衆電話を利用したこと

のない小学生向けに災害時における公衆電話の利便性を伝えるため、利用方法を分か

りやすく説明したチラシやシール等を作製し、緊急時における公衆電話の利用啓発に

取り組みました。 

また、障がい者スポーツにおける普及・強化等を支援するため「書道アート電報

（夢・つなぐ）」を販売するほか、仙台市様と合意した「『ふるさとの杜再生プロジェ

クト』を通じたみどりの再生」の推進に向けて、メロディＤＥＮＰＯ「ブルーミング

フォレスト」を販売する等、電報サービスを通じた寄附にも取り組むとともに、東北

復興への更なる貢献をめざし、福島県相馬市に新たな防災林を作る植樹活動、「『ＮＴ

Ｔ東日本ふくしまの森』プロジェクト」を実施いたしました。 

更には、「ＮＴＴ東日本グループＣＳＲ報告書２０１７」を発行するにあたっては、

「ＮＴＴグループＣＳＲ憲章」に掲げる 4 つのテーマ（※6）に沿った「ＫＰＩ」を

国連が採択した「ＳＤＧｓ」（※7）と関連づけて掲載する等、ステークホルダー･エ

ンゲージメントにも積極的に取り組みました。 

 

⑤営業収益等の状況 

以上の取り組み、およびコスト削減を行い、営業収益は 1兆 6,462 億円（前年同期

比 1.6％減）、営業利益は 2,600 億円（前年同期比 37.5％増）、経常利益は 2,736 億円

（前年同期比 33.8％増）、当期純利益は 1,524 億円（前年同期比 1.9％増）となりま

した。 

 

※1：Artificial Intelligence の略。人間の脳が行っている知的な作業をコンピューターで模倣した

ソフトウェアやシステム。 

※2：インターネットの普及やコンピューターの処理速度の向上等に伴い生成される、大容量のデジタ

ルデータ。  

※3：Internet of Things の略。今までインターネットに接続される事のなかったモノがインターネ
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ットに接続されていく概念のこと。 

※4：「フレッツ 光ネクスト」、「Ｂフレッツ」、「フレッツ 光ライト」、「フレッツ 光 WiFi アクセス」

の総称（「光コラボレーションモデル」を含む）。 

※5：Key Performance Indicator の略。重要業績評価指標。目標の達成度合いを計る定量的な指標の

こと。 

※6：「安心・安全なコミュニケーション」「人と社会のコミュニケーション」「人と地球のコミュニケ

ーション」「チームＮＴＴのコミュニケーション」 

※7：Sustainable Development Goals の略。持続可能な開発目標。 



(単位　百万円)

資産の部

　固定資産

　　電気通信事業固定資産

　　　有形固定資産

　　　　機械設備 ３３９，６３１ ３３５，０９７ △ ４，５３３

　　　　空中線設備 ３，６０４ ３，４６１ △ １４２

　　　　端末設備 ２２，９４７ ２０，６１１ △ ２，３３５

　　　　市内線路設備 ８６６，７２２ ８３４，６１７ △ ３２，１０４

　　　　市外線路設備 ２，８４３ ２，８６２ １９

　　　　土木設備 ５８８，６８３ ５８０，８７４ △ ７，８０９

　　　　海底線設備 ７３２ ５８６ △ １４５

　　　　建物 ４０９，８３５ ３９８，７４９ △ １１，０８６

　　　　構築物 １６，０３８ １６，０７１ ３３

　　　　機械及び装置 ３，００６ ２，７３１ △ ２７５

　　　　車両及び船舶 ６４２ ５７１ △ ７１

　　　　工具、器具及び備品 ４８，１８２ ４７，７９７ △ ３８５

　　　　土地 １９７，２４９ １９６，２５４ △ ９９５

　　　　リース資産 １，００１ １，０６３ ６２

　　　　建設仮勘定 １９，９８８ １５，８２１ △ ４，１６７

　　　　有形固定資産合計 ２，５２１，１１０ ２，４５７，１７２ △ ６３，９３７

　　　無形固定資産 ８４，１２０ ８３，５１１ △ ６０８

　　　電気通信事業固定資産合計 ２，６０５，２３０ ２，５４０，６８４ △ ６４，５４６

　　投資その他の資産

　　　投資有価証券 １２，５８１ １２，９４６ ３６５

　　　関係会社株式 ４６，６２２ ４６，５８２ △ ４０

　　　その他の関係会社投資 ３，７０５ ３，７１４ ９

　　　出資金 ４５２ ３２６ △ １２６

　　　長期前払費用 ４，０２４ ４，８１４ ７９０

　　　前払年金費用 ３，０３０ ８，０３７ ５，００７

　　　繰延税金資産 １２５，２５４ １３３，４６９ ８，２１５

　　　その他の投資及びその他の資産 ３，４４１ ３，９３６ ４９５

　　　貸倒引当金 △ ７７３ △ ７８０ △ ７

　　　投資その他の資産合計 １９８，３３８ ２１３，０４８ １４，７０９

　　固定資産合計 ２，８０３，５６９ ２，７５３，７３２ △ ４９，８３７

　流動資産

　　現金及び預金 ５，６０５ ７，５６２ １，９５６

　　受取手形 － ３ ３

　　売掛金 ２３０，７３６ ２４６，８８６ １６，１４９

　　未収入金 １１９，１０６ １０５，８５１ △ １３，２５５

　　貯蔵品 ２６，００５ ２３，１７３ △ ２，８３１

　　前渡金 １，５１３ １，３５２ △ １６０

　　前払費用 ７，８８６ ８，３１８ ４３２

　　繰延税金資産 ６，６７４ ６，９３１ ２５６

　　預け金 ２８８，４６８ １７１，３４０ △ １１７，１２７

　　その他の流動資産 １１，８５３ １２，５７０ ７１７

　　貸倒引当金 △ ３２７ △ ２８９ ３７

　　流動資産合計 ６９７，５２１ ５８３，７０１ △ １１３，８２０

　資産合計 ３，５０１，０９１ ３，３３７，４３３ △ １６３，６５７

（2017年３月31日） （2018年３月31日）

 ２．比較貸借対照表 

科 目
第 18 期 第 19 期

増 減 ( △ )
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(単位　百万円)

負債の部

　固定負債

　　関係会社長期借入金 ２２５，２２０ ２２５，２２０ －

　　リース債務 １，４９４ １，４７０ △ ２４

　　退職給付引当金 ２４７，３６６ ２５８，１０３ １０，７３７

　　ポイントサービス引当金 ４，１４５ ２，４２９ △ １，７１５

　　未使用テレホンカード引当金 ８，４６０ ８，９２５ ４６５

　　環境対策引当金 ３，６３７ ２，８５８ △ ７７９

　　資産除去債務 ９０２ ９０７ ４

　　その他の固定負債 ３４，６７２ ４２，６４３ ７，９７０

　　固定負債合計 ５２５，８９８ ５４２，５５７ １６，６５８

　流動負債

　　１年以内に期限到来の関係会社長期借入金 １４０，６１５ － △ １４０，６１５

　　買掛金 ８９，０２９ ６６，６６６ △ ２２，３６２

　　リース債務 ４５９ ４９６ ３７

　　未払金 １９８，６２０ １７０，５１９ △ ２８，１０１

　　未払費用 １５，６１３ １５，９５０ ３３６

　　未払法人税等 １４，１８６ １１，０２３ △ ３，１６３

　　前受金 ９，１８５ １１，１９２ ２，００７

　　預り金 ２１５，７５８ ２２５，７７８ １０，０２０

　　前受収益 ９１ １１９ ２８

　　環境対策引当金 ２，２８５ １，１２８ △ １，１５６

　　資産除去債務 １ － △ １

　　その他の流動負債 ２，８８８ ２，４９３ △ ３９５

　　流動負債合計 ６８８，７３５ ５０５，３７０ △ １８３，３６５

　負債合計 １，２１４，６３３ １，０４７，９２７ △ １６６，７０６

純資産の部

　株主資本

　　資本金 ３３５，０００ ３３５，０００ －

　　資本剰余金

　　　資本準備金 １，４９９，７２６ １，４９９，７２６ －

　　　資本剰余金合計 １，４９９，７２６ １，４９９，７２６ －

　　利益剰余金

　　　その他利益剰余金

　　　　特別償却準備金 １，０９２ ６４２ △ ４４９

　　　　買換資産特別勘定積立金 － ２，６９７ ２，６９７

　　　　圧縮積立金 １３，１９７ １３，１９７ ０

　　　　繰越利益剰余金 ４３３，１６９ ４３３，６９７ ５２８

　　　利益剰余金合計 ４４７，４５９ ４５０，２３５ ２，７７６

　　株主資本合計 ２，２８２，１８６ ２，２８４，９６２ ２，７７６

　評価・換算差額等

　　その他有価証券評価差額金 ４，２７１ ４，５４３ ２７２

　　評価・換算差額等合計 ４，２７１ ４，５４３ ２７２

　純資産合計 ２，２８６，４５７ ２，２８９，５０６ ３，０４８

負債・純資産合計 ３，５０１，０９１ ３，３３７，４３３ △ １６３，６５７

科 目
（2017年３月31日） （2018年３月31日）

第 18 期 第 19 期
増 減 ( △ )
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(単位　百万円)

科 目

電気通信事業営業損益

　営業収益 １，５３４，７４５ １，５１１，９３６ △ ２２，８０９

　営業費用

　　営業費 ３１７，１６８ ３１５，２７８ △ １，８８９

　　運用費 ７，８６９ ７，１９９ △ ６７０

　　施設保全費 ３８３，９９４ ３７５，１９０ △ ８，８０３

　　共通費 ８６，２７４ ８２，６０１ △ ３，６７３

　　管理費 ８６，７３２ ８５，５３２ △ １，１９９

　　試験研究費 ３８，８３７ ３３，６１６ △ ５，２２０

　　減価償却費 ２９０，１９１ ２３３，２３７ △ ５６，９５３

　　固定資産除却費 ５５，７２５ ４２，１２３ △ １３，６０２

　　通信設備使用料 ２６，５６８ ２５，４５０ △ １，１１７

　　租税公課 ７４，２４１ ７２，７６１ △ １，４７９

　　営業費用合計 １，３６７，６０３ １，２７２，９９３ △ ９４，６１０

　電気通信事業営業利益 １６７，１４２ ２３８，９４３ ７１，８００

附帯事業営業損益

　営業収益 １３７，４９７ １３４，３３３ △ ３，１６４

　営業費用 １１５，５３４ １１３，２０５ △ ２，３２９

　附帯事業営業利益 ２１，９６２ ２１，１２８ △ ８３４

営業利益 １８９，１０４ ２６０，０７１ ７０，９６６

営業外収益

　受取利息 ２６ １３ △ １２

　受取配当金 ３，２２６ ６，９５７ ３，７３１

　固定資産売却益 １４，３６３ ７，７５０ △ ６，６１２

　雑収入 ２，６４７ ２，５９８ △ ４８

　営業外収益合計 ２０，２６３ １７，３２０ △ ２，９４２

営業外費用

　支払利息 ４，６６９ ３，３５４ △ １，３１５

　雑支出 ２６０ ４１５ １５４

　営業外費用合計 ４，９３０ ３，７６９ △ １，１６１

経常利益 ２０４，４３８ ２７３，６２２ ６９，１８４

特別損失 － ６０，９０９ ６０，９０９

税引前当期純利益 ２０４，４３８ ２１２，７１２ ８，２７４

法人税、住民税及び事業税 ６７，４６１ ６８，８４７ １，３８５

法人税等調整額 △ １２，６８６ △ ８，５６８ ４，１１８

当期純利益 １４９，６６３ １５２，４３３ ２，７７０

2016年４月１日から 2017年４月１日から

第 18 期 第 19 期

 ３．比較損益計算書 

増 減 （ △ ）
2017年３月31日まで 2018年３月31日まで
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前事業年度  （自 2016年４月１日 至 2017年３月31日） （単位　百万円）

当期首残高 335,000 1,499,726 1,499,726 1,657 － 13,197 342,336 357,191 2,191,918 4,119 4,119 2,196,037

当期変動額

剰余金の配当       △ 59,395 △ 59,395 △ 59,395   △ 59,395

当期純利益       149,663 149,663 149,663   149,663

特別償却準備金の積立    90   △ 90 － －   －

特別償却準備金の取崩    △ 655   655 － －   －

圧縮積立金の取崩      △ 0 0 － －   －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

         152 152 152

当期変動額合計 － － － △ 565 － △ 0 90,833 90,267 90,267 152 152 90,419

当期末残高 335,000 1,499,726 1,499,726 1,092 － 13,197 433,169 447,459 2,282,186 4,271 4,271 2,286,457

当事業年度  （自 2017年４月１日 至 2018年３月31日） （単位　百万円）

当期首残高 335,000 1,499,726 1,499,726 1,092 － 13,197 433,169 447,459 2,282,186 4,271 4,271 2,286,457

当期変動額             

剰余金の配当       △ 149,657 △ 149,657 △ 149,657   △ 149,657

当期純利益       152,433 152,433 152,433   152,433

特別償却準備金の積立    15   △ 15 － －   －

特別償却準備金の取崩    △ 465   465 － －   －

買換資産特別勘定積立金の積立     2,697  △ 2,697 － －   －

圧縮積立金の積立      0 △ 0 － －   －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

         272 272 272

当期変動額合計 － － － △ 449 2,697 0 528 2,776 2,776 272 272 3,048

当期末残高 335,000 1,499,726 1,499,726 642 2,697 13,197 433,697 450,235 2,284,962 4,543 4,543 2,289,506

 ４．株主資本等変動計算書 

資本
準備金

資本
剰余金
合計

その他利益剰余金

利益
剰余金
合計

その他
有価証券

評価
差額金

評価・換算
差額等
合計

純資産
合計

株主資本 評価・換算差額等

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

特別償却
準備金

買換資産
特別勘定
積立金

圧縮積立金
繰越利益
剰余金

株主資本 評価・換算差額等

純資産
合計

特別償却
準備金

買換資産
特別勘定
積立金

圧縮積立金

その他利益剰余金

利益
剰余金
合計

利益剰余金

資本
準備金

資本
剰余金
合計

資本金

資本剰余金

株主資本
合計

その他
有価証券

評価
差額金

評価・換算
差額等
合計

繰越利益
剰余金
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(単位　百万円)

　音声伝送収入（ＩＰ系除く） ３９６，５１９ ３６８，４３３ △ ２８，０８５ △ ７．１

（再）基本料 ２９９，９９２ ２７９，６５０ △ ２０，３４１ △ ６．８

（再）通話料 ２６，２７２ ２２，８５８ △ ３，４１４ △ １３．０

（再）相互接続通話料 ４５，６０６ ４２，６２２ △ ２，９８３ △ ６．５

　ＩＰ系収入 ８５０，３８８ ８５５，２９８ ４，９１０ ０．６

　専用収入（ＩＰ系除く） ９３，３０７ ９２，４６３ △ ８４３ △ ０．９

　電報収入 １１，４２２ １０，６９３ △ ７２９ △ ６．４

　その他の電気通信事業収入 １８３，１０７ １８５，０４７ １，９３９ １．１

電気通信事業営業収益合計 １，５３４，７４５ １，５１１，９３６ △ ２２，８０９ △ １．５

附帯事業営業収益合計 １３７，４９７ １３４，３３３ △ ３，１６４ △ ２．３

営業収益合計 １，６７２，２４３ １，６４６，２６９ △ ２５，９７３ △ １．６

増　減　率
（％）

 ５．営業実績 

第 18 期

2016年４月１日から
2017年３月31日まで 2018年３月31日まで

科 目

第 19 期
増　減　額

（△）2017年４月１日から
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(単位　百万円)

営業活動によるキャッシュ・フロー

　税引前当期純利益 ２０４，４３８ ２１２，７１２ ８，２７４

　減価償却費・固定資産除却損等 ３１６，６１７ ３０９，６３４ △ ６，９８２

　退職給付引当金の増加又は減少（△）額 １１，４４６ １０，７３７ △ ７０９

　売上債権の増加（△）又は減少額 △ ８，５５２ ２，５８７ １１，１４０

　たな卸資産の増加（△）又は減少額 ２５２ ２，５０８ ２，２５５

　仕入債務の増加又は減少（△）額 △ ５，４１９ △ ３３，９７２ △ ２８，５５３

　未払消費税等の増加又は減少（△）額 △ ５，２２９ ４，３６５ ９，５９４

　その他 ８，１４７ △ ２，６５７ △ １０，８０５

　小計 ５２１，７０２ ５０５，９１６ △ １５，７８５

　利息及び配当金の受取額 ３，２５２ ６，９７１ ３，７１８

　利息の支払額 △ ４，７０５ △ ３，５９６ １，１０８

　法人税等の受取又は支払（△）額 △ ４７，７４２ △ ６９，２７９ △ ２１，５３６

　営業活動によるキャッシュ・フロー ４７２，５０６ ４４０，０１２ △ ３２，４９４

投資活動によるキャッシュ・フロー

　固定資産の取得による支出 △ ２７４，１７７ △ ２６７，９４９ ６，２２７

　固定資産の売却による収入 １５，８２１ ４，１４０ △ １１，６８０

　投資有価証券等の売却による収入 ８４７ ３３４ △ ５１３

　その他 △ ８６ △ ８５７ △ ７７０

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ ２５７，５９４ △ ２６４，３３１ △ ６，７３７

財務活動によるキャッシュ・フロー

　長期借入金の返済による支出 △ ６５，１２０ △ １４０，６１５ △ ７５，４９５

　リース債務の返済による支出 △ ５４４ △ ５９１ △ ４７

　配当金の支払額 △ ５９，３９５ △ １４９，６５７ △ ９０，２６２

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ １２５，０５９ △ ２９０，８６４ △ １６５，８０４

現金及び現金同等物の増加又は減少（△）額 ８９，８５２ △ １１５，１８３ △ ２０５，０３６

現金及び現金同等物の期首残高 ２０７，２８１ ２９７，１３４ ８９，８５２

現金及び現金同等物の期末残高 ２９７，１３４ １８１，９５０ △ １１５，１８３

 ６．比較キャッシュ・フロー計算書 

科 目

第 18 期 第 19 期

増 減 （ △ ）2016年４月１日から 2017年４月１日から
2017年３月31日まで 2018年３月31日まで
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７．役 員 の 異 動 

 

２０１８年６月２２日予定 

 

（１）新任取締役候補 

 

北 口 隆 也  （ＩＴイノベーション部長） 

神 谷 直 応  （ビジネスイノベーション本部カスタマーリレーション部長） 

星 野 理 彰  （経営企画部担当部長 経営企画部中期経営戦略推進室長兼務） 

 

 

（２）退任予定取締役 

 

代表取締役社長     山 村 雅 之 （当社相談役 就任予定） 

代表取締役副社長    井 伊 基 之 （日本電信電話㈱ 入社予定） 

常務取締役       藤 本 秀 雄 （㈱エヌ・ティ・ティ エムイー 入社予定） 

取 締 役       關   雅 夫 （㈱ＮＴＴ東日本サービス 入社予定） 

 

 

（３）代表取締役および役付取締役予定者 

 

①代表取締役社長予定者 

 

    代表取締役副社長    井 上 福 造 

 

②代表取締役副社長予定者 

 

    取 締 役       矢 野 信 二 

    取 締 役       澁 谷 直 樹 

 

③常務取締役予定者 

 

    取 締 役       田 辺   博 

 

 

（４）役員の人事の予定 

委嘱日 ２０１８年６月２２日 

 

（新役職名および新委嘱・担当業務）   （氏  名）    （現役職名および現委嘱・担当業務） 

 

代表取締役社長             井上 福造    代表取締役副社長 

ビジネス開発本部長 

リスクマネジメント担当 

経営企画担当 

総務人事担当 

財務担当 

情報セキュリティ担当 
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代表取締役副社長            矢野 信二    取締役 

ビジネスイノベーション本部長               ビジネスイノベーション本部副本部長 

総務人事担当                                          

財務担当                                               

 

代表取締役副社長            澁谷 直樹    取締役 

ビジネス開発本部長                    ネットワーク事業推進本部設備企画部長 

リスクマネジメント担当                  東京オリンピック・パラリンピック 

経営企画担当                       推進室長兼務 

情報セキュリティ担当 

ＩＴイノベーション担当 

 

常務取締役               田辺  博    取締役 

ネットワーク事業推進本部長                ネットワーク事業推進本部 

ネットワーク事業推進本部                 サービス運営部長 

エンジニアリング部長兼務                 ネットワーク事業推進本部 

相互接続推進担当                     エンジニアリング部長兼務                       

資材調達担当                         

東北復興推進担当                       

電気通信事業法施行規則に定める                

設備部門の長                         

電気通信事業法施行規則に定める                

情報管理責任者 

 

取締役                 原田 清志    取締役 

ビジネスイノベーション本部副本部長            ビジネスイノベーション本部副本部長 

ビジネスイノベーション本部                ビジネスイノベーション本部 

バリュークリエイト部長兼務                バリュークリエイト部長兼務 

 

取締役                 中村  浩    取締役 

宮城事業部長                       宮城事業部長 

宮城事業部宮城支店長兼務                 宮城事業部宮城支店長兼務 

東北復興推進室長兼務                   東北復興推進室長兼務 

 

取締役                 榊原  明    取締役 

埼玉事業部長                       埼玉事業部長 

埼玉事業部埼玉支店長兼務                 埼玉事業部埼玉支店長兼務 

 

取締役                 野池 秀幸    取締役 

東京事業部長                       東京事業部長 

                       東京事業部東京オリンピック・ 

パラリンピック推進室長兼務 

 

取締役                 髙橋 香苗    取締役 

神奈川事業部長                      神奈川事業部長 

神奈川事業部神奈川支店長兼務               神奈川事業部神奈川支店長兼務 

 

取締役                 中江 康二    取締役 

ビジネスイノベーション本部副本部長            総務人事部長 

                     総務人事部医療・健康管理センタ所長兼務 
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取締役                 鳥越  隆    取締役 

営業推進本部長                      営業推進本部販売企画部長 

営業推進本部販売企画部長兼務               営業推進本部事業推進部長兼務 

営業推進本部事業推進部長兼務                

 

取締役                 高美 浩一    取締役 

経営企画部長                       経営企画部長 

 

取締役                 北口 隆也 

ＩＴイノベーション部長 

 

取締役                 神谷 直応 

ビジネスイノベーション本部 

カスタマーリレーション部長 

 

取締役                 星野 理彰 

ネットワーク事業推進本部設備企画部長 

ネットワーク事業推進本部 

サービス運営部長兼務 

東京オリンピック・パラリンピック 

推進室長兼務 

２０２０準備担当 

 

取締役                 坂本 英一    取締役 

 

 

委嘱日 ２０１８年７月１日 

 

（新役職名および新委嘱・担当業務）   （氏  名）   （現役職名および現委嘱・担当業務） 

 

取締役                 星野 理彰    取締役  

ネットワーク事業推進本部設備企画部長           ネットワーク事業推進本部設備企画部長 

ネットワーク事業推進本部                 ネットワーク事業推進本部 

サービス運営部長兼務                   サービス運営部長兼務 

２０２０準備担当                     東京オリンピック・パラリンピック 

                       推進室長兼務 

                     ２０２０準備担当 

 

  

以  上 


